
市民生活部

シート番号 所属 決算事業費（千円） 今後の事務事業の方向性

1 市民生活部コミュニティ推進課 155 見直し

2 市民生活部コミュニティ推進課 26,929 課題付継続

3 市民生活部コミュニティ推進課 31,034 継続

4 市民生活部コミュニティ推進課 271,896 継続

5 市民生活部コミュニティ推進課 7,815 課題付継続

6 市民生活部コミュニティ推進課 15,001 課題付継続

7 市民生活部コミュニティ推進課 7,353 課題付継続

8 市民生活部コミュニティ推進課 19,313 継続

9 市民生活部消費生活センタ－ 6,774 継続

10 市民生活部消費生活センタ－ 12,646 継続

11 市民生活部消費生活センタ－ 1,906 継続

12 市民生活部総合窓口課 12,325 継続

13 市民生活部総合窓口課 15,744 継続

14 市民生活部総合窓口課 589 継続

15 市民生活部総合窓口課 4,385 継続

16 市民生活部総合窓口課 53 継続

17 市民生活部総合窓口課 50,258 継続

18 市民生活部総合窓口課 19,611 継続

19 市民生活部総合窓口課 84,850 継続

20 市民生活部地域振興課 1,300 課題付継続

21 市民生活部地域振興課 1,804 課題付継続

22 市民生活部地域振興課 2,758 課題付継続

23 市民生活部地域振興課 2,500 継続

24 市民生活部地域振興課 830 継続

25 市民生活部地域振興課 5,000 継続

26 市民生活部地域振興課 9,275 継続

27 市民生活部地域振興課 3,354 課題付継続

28 市民生活部保険課 76,759 課題付継続

29 市民生活部保険課 380,920 継続

特定健康診査事業

国民健康保険財政調整基金積立事業

文化団体活動助成事業

守口市ＰＲ関係事業

一般農政事業

商工振興事業

働き方改革推進事業

個人番号カード交付事務事業

窓口業務委託事業

市民まつり開催補助事業

友好都市交流事業

国際交流推進事業

戸籍事務事業

住民基本台帳事務事業

印鑑登録事務事業

外国人住民事務事業

旅券発給事務事業

飯盛霊園組合事業

消費者教育啓発事業

消費生活相談事業

計量行政事業

市民サ－ビスコ－ナ－運営事業

施設維持管理事業　地区コミュニティセンター

地区コミュニティセンター運営事業

青少年育成指導事業

防犯対策推進事業

コミュニティ活動助長事業（地域集会所助成）

事務事業評価(令和元年度決算)事業一覧

部、室等

事務事業名

市民協働推進事業

地域コミュニティ事業



市民生活部

シート番号 所属 決算事業費（千円） 今後の事務事業の方向性

事務事業評価(令和元年度決算)事業一覧

部、室等

事務事業名

30 市民生活部保険収納課 11,633 課題付継続

31 市民生活部保険収納課 4,233 課題付継続

32
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

856 継続

33
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

55,412 課題付継続

34
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

1,942 継続

35
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

2,151 課題付継続

36
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

3,847 廃止・終了

37
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

300 課題付継続

38
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

3,103 課題付継続

39
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

5,971 継続

40
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

31,610 継続

41
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

268 課題付継続

42
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

1,860 継続

43
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

7,012 継続

44
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

1,218 課題付継続

45
市民生活部生涯学習・スポーツ
振興課

760,626 継続

46 市民生活部人権室 978 継続

47 市民生活部人権室 3,328 課題付継続

48 市民生活部人権室 69 継続

文化センタ－管理運営事業

生涯学習推進事業

口座振替等促進事業

保険料収納対策事業

現代南画管理運営事業

生涯学習援助基金積立事業

生涯学習情報センタ－管理運営事業

子ども読書活動推進事業

スポーツ振興事業

体育施設一般管理

市民体育館管理運営事業

学校体育施設開放事業

社会教育推進事業

旧中西家住宅管理運営事業

文化財保護事業

（仮称）守口市立図書館管理事業

男女共同参画推進事業

人権啓発事業

非核平和推進事業



事務事業名 市民協働推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計

予算 決算 事業費の内訳

218               155             

 ・報酬　非常勤職員報酬　114
・需要費　消耗品費　9
・役務費　通信運搬費　32

市民参加・協働の推進

今後の
事務事業の

方向性
見直し

公募型協働事業提案制度は、対象者への周知や公募条件の見直しなどについて改善
を図っているものの、より多くの内容や多岐の事業に亘る提案の採択実現を通じて、市
民等により信頼される制度となるよう、予算のあり方も含め、引き続き協働事業の実現
に向けた実施（採択）手法や手順を見直しされたい。
なお、本制度によらない市民協働へ寄与すると考えられる市民や団体からの提言や発
案については、適切に関係部署への情報提供や情報共有を行う。

令和元年度

概
　
要

実施内容等

説明

本市では、地域の公共的な課題解決のため、市民や行政が互いの強みをいか
し、協力して行動する、市民協働の手法を用いて事業を実施できるよう、制度
の整備や事業の把握、市民の支援を行う。（守口市市民協働指針（平成26年３
月策定）に基づき、守口市公募型協働事業提案制度を創設（H26））

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[守口市市民協働推進会議委員への報酬　114千円]
・需用費
　消耗品費
  [事務に伴う消耗品購入　9千円]
・役務費
　通信運搬費
[守口市市民協働推進会議の実施に伴う郵便料 32千円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）

事業費
（単位：千円）



事務事業名 地域コミュニティ事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

29,176           26,929         

 総務費　総務管理費
・負担金、補助及び交付金 25,910
・役務費　損害保険料　509
教育費　社会教育総務費　社会教育費
・負担金、補助及び交付金 510

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

(仮称）地域館の創設については、各種要綱の整備等の準備を進める。また、地域コミュ
ニティ協議会への補助については、各協議会の意見を聴取し、活動状況に応じたより良
い補助制度となるよう検討を深められたい。加えて、各協議会の活動がより充実するよ
う、協議会が実施している事業に関する情報を共有できる仕組みについて検討する。

概
　
要

実施内容等

説明

本市では、近年の少子高齢化の進行に伴い、地域課題が複雑・多様化する
中、さまざまな分野における活動の関連性を整理し、地域が一体となって課題
解決に取り組むことが重要になっている。このことから、地域コミュニティの活性
化や地域における課題解決の取り組みを進め、もって、本市における協働のま
ちづくりを推進するため、地域住民・各種団体等の参加・参画による新たなコ
ミュニティ組織である地域コミュニティ協議会を平成28年度に設置した。また、
地域での活動を支援するため、市内に活動拠点を置く市民団体等のボランティ
ア活動中に発生した偶然の事故に対する補償や文化・スポーツ等を通じ、市内
において青少年の健全育成を目的として活動している団体に対して事業経費
の一部補助を行っている。

事業費詳細

・役務費　損害保険料
[市民活動損害保険料　509千円]
・負担金、補助及び交付金
[地域コミュニティ協議会補助金 25,910千円]
[青少年関係団体補助金　510千円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 施設維持管理事業　地区コミュニティセンター

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

60,873           31,034         

 コミュニティセンターを運営するために施設の維持管理に必
要な経費
コミュニティセンター費
・役務費
　火災保険料　396
・委託料
　委託料　　　15,139
・工事請負費　工事請負費　15,499
　改良工事請負費　15,400
　補修工事請負費　99

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

令和２年度に策定予定の個別施設計画に基づき、設備の計画的な更新等に努める。ま
た、庭窪コミュニティセンターについては、耐震性に課題があることからできる限り早期に
今後のあり方について方向性を示す。

概
　
要

実施内容等

説明

"第５次守口市総合基本計画では、将来都市像の実現に向けて「市政への市
民参加・参画を推進し、市民の意見や要望を市政に反映できる仕組みづくりを
進めるとともに、市民協働の基盤づくりに取り組む」という基本方針を掲げてい
る。これを受け、平成26年3月に守口市地域コミュニティ拠点施設基本計画及
び守口市市民協働指針を策定し、市民参加・協働の推進に向けた取り組みを
行っている。また、近年、少子・高齢化の進展や雇用・就業形態の多様化、単
身世帯や高齢者世帯の増加など、地域課題が複雑・多様化する中、さまざまな
分野における活動の関連性を整理し、地域が一体となって課題解決に取り組
むことが重要になってきている。本市の行政サービスもこうした時代の変化に
機敏に対応し、様々なニーズに対応する必要があることから、公民館につい
て、社会教育としての場から、コミュニティの拠点としての機能を持った施設へ
と再編整備することが好ましいとの考えから、公民館制度を廃止し、平成28年４
月1日から守口市コミュニティセンターを設置した。
また、平成30年度より指定管理者制度を導入し、より市民ニーズにあった施設
の管理・運営を行っている。

事業費詳細

コミュニティセンターを運営するために施設の維持管理に必要な経費
コミュニティセンター費
・役務費　火災保険料
  [コミュニティセンター火災保険料　396千円]
・委託料　委託料　15,139千円
　[八雲東コミュニティセンター空調改良工事実施設計・工事監理　2,142千円]
  [PCB廃棄物荷姿登録業務委託料　6千円]
  [旧勤労青少年ホーム耐震診断業務委託料　2,178千円]
  [西部コミュニティセンター（仮称）レクリエーションホール整備工事実施設計業
務委託　9,790       千円]
  [旧さつき小学校樹木移設業務委託　1,023千円]
・工事請負費　工事請負費　15,499千円
　[工事請負費　改良工事請負費　15,400千円]
　[工事請負費　補修工事請負費　99千円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 地区コミュニティセンター運営事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

276,380          271,896       

 ・委託料　委託料　　271,466
・備品購入費　図書購入費　430

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

平成30年度から導入した指定管理者制度により、利用率及び利用者数が増加傾向にあ
ることから、民間事業者によるノウハウを生かした運営ができていると思われる。
今後は、現在の３エリア分割方式の運営による成果や課題を分析し、次期指定管理者
の選定に向けた検討を深められたい。

概
　
要

実施内容等

説明

「もりぐち改革ビジョン」（案）及び社会教育関係施設更新の基本方針により、従
来の社会教育施設から、コミュニティの拠点機能を持つ総合型の施設とするこ
とが望ましいとされたことを踏まえ、公民館について、社会教育としての場か
ら、コミュニティの拠点としての機能を持った施設へと再編整備することが好ま
しいとの考えから、公民館制度を廃止し、地域における市民の相互交流を促進
する等により多様化する地域住民のニーズに対応する守口市コミュニティセン
ターを平成28年４月1日から設置した。また、平成30年度より指定管理者制度
を導入し、より市民ニーズにあった施設の管理・運営を行っている。

事業費詳細

・委託料
  [コミュニティセンター指定管理料　271,435千円]
　[図書マーク化業務委託　31千円]
・備品購入費
　[図書購入費　430千円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 青少年育成指導事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

9,279             7,815           

 ・報償費　報償金　2.162
・需用費　消耗品費　357
・需用費　印刷製本費　66
・役務費　通信運搬費　88
・委託料　委託料　2.511
・使用料及び賃借料　使用料　241
・使用料及び賃借料　借上料　214
・負担金、補助及び交付金　負担金　85
・負担金、補助及び交付金　補助金　2.090

家庭・学校・地域の連携による次代を担う子どもの育成

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

青少年育成指導員連絡協議会については、自立した団体として活動が持続できるよう、
事務事業に係る市との役割分担の適正化を図られたい。
また、成人式の運営については、市民協働による実行委員会形式での運営に向けた工
程を明確にし、見直しを進める。

概
　
要

実施内容等

説明

地域こども会活動、青少年育成指導事業、青少年団体活動等の充実を通じ
て、青少年の健全育成を図るもの。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[大阪府看護協会看護師派遣謝礼、青少年関係団体指導員謝礼、
　 青少年育成指導員活動謝礼、成人式講師等謝礼等　2.162千円]
・委託料
　委託料
　[こどもまつり、成人式等　2.511千円]
使用料及び賃借料
・借上料
　[成人式会場使用料　等　214千円]
・負担金補助及び交付金
　補助金
[青少年育成指導員連絡協議会　2.090千円]
など

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 防犯対策推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

15,454           15,001         

 ・使用料及び賃借料　使用料8.319
・負担金、補助及び交付金6.682

安全・安心な暮らしを支える生活環境の整備

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

町会等の加入率の減少などの地域の状況が防犯灯の設置数や管理状況に影響を及ぼ
している面があり、市として安心安全なまちづくりを推進する観点から、防犯灯の設置及
び管理手法に関し、他市の状況調査を行うなど、今後のあり方について検討を深める。

概
　
要

実施内容等

説明

防犯の推進に資する、町会または地区防犯委員会等が設置した防犯灯その設
置等及び電灯料金の一部を補助することにより、町会または地区防犯委員会
等の負担を軽減し、地域防犯の推進につなげる。

事業費詳細

・使用料及び賃借料
　使用料
　[リース防犯灯使用料　8.319千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[防犯灯設置等の補助及び電灯料の補助6.682千円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 自然環境と調和し共生する安全・安心なまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 コミュニティ活動助長事業（地域集会所助成）

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

7,404             7,353           

 ・使用料及び賃借料　賃借料　1,609
・工事請負費　工事請負費　40
・負担金、補助及び交付金　補助金　5704

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

(仮称）地域館の創設と併せて、集会所助成制度の見直しを図りつつ、引き続き適正に
事務を執行する。なお、淀江倉庫の取扱いについては、廃止を原則とし、引き続き関係
団体等と協議を進められたい。

概
　
要

実施内容等

説明

地域での活動を支援するため、地域集会所の地代、家賃、大規模修繕に係る
費用の補助を行っている。

事業費詳細

・使用料及び賃借料
  [淀江倉庫　土地使用料　1,608,564 円]
・工事請負費
　[淀江倉庫　消防用設備撤去工事費　39,960　円]
・負担金、補助及び交付金
　[地代助成金　：　2,636,000　円]
  [家賃助成金　：　1,098,000　円]
  [大規模修繕  ：　1,970,000　円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 飯盛霊園組合事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

19,313           19,313         

 ・負担金、補助及び交付金　負担金　19.313

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、適正に事務を執行する。

概
　
要

実施内容等

説明

飯盛霊園組合は、守口市、門真市、大東市、四條畷市にて組織する「一部事務
組合」である。
また、墓地、納骨堂、火葬場の経営主体については、その永続性と非営利性
が確保される必要があり、原則として市町村等の地方公共団体でなければなら
ず、市営の火葬場や墓地を所有していない本市においては、上記の４市ととも
に一部事務組合を組織し、その業務を広域的に処理しているところである。
共同で処理する事業は、下記のとおりである。
（１）火葬場、墓地公園及びこれに付随する諸施設の設置並びにその管理運営
に関する事務
（２）葬儀に関する事務

事業費詳細

・負担金補助及び交付金　負担金
 [飯盛霊園組合にかかる経費分担金 19,313千円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 消費者教育啓発事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部消費生活センタ－

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

9,129             6,774           

 ・報償費
・旅費
・需用費
・役務費
・負担金、補助及び交付金

安全・安心な暮らしを支える生活環境の整備

今後の
事務事業の

方向性
継続

消費者啓発のための出前講座は引き続き実施し、広報誌やホームページ、SNS等で消
費者啓発に関する情報発信に努める。
なお、製品安全４法に係る調査業務は、消費者安全法で努力義務とされているものの、
事務事業の進め方や調査頻度等について、指針を作成し、それに基づき事務事業の執
行に努める。

概
　
要

実施内容等

説明

消費者被害の未然防止のための啓発は重要であるため、消費者教育啓発事
業を行う。
令和元年度については、高齢者の特殊詐欺被害の未然防止策として電話通話
の自動録音機器を無償貸与するとともに重点的に特殊詐欺に関する啓発を
行った。
消費者教育啓発事業に加えて、次の事業も含む。
① 家庭用品の品質表示調査 ②ガス・電気用品販売事業場立入検査
③不用品有効利用推進事業　④消費者問題研究事業

事業費詳細

【報償費 】消費者問題等相談弁護士謝礼　654千円
【旅費】消費生活相談員の研修に係る旅費　131千円
【需用費】特殊詐欺対策機器普及促進事業に伴う高齢者向け、
電話通話の自動録音機購入による消耗品費　5,827千円
啓発物品等　139千円 他

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 自然環境と調和し共生する安全・安心なまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 消費生活相談事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部消費生活センタ－

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

12,965           12,646         

 ・報酬
・旅費
・需用費
・負担金、補助及び交付金

安全・安心な暮らしを支える生活環境の整備

今後の
事務事業の

方向性
継続 委託事業者の業務実施状況を確認しながら、今後とも適正に事務を執行する。

概
　
要

実施内容等

説明

悪質業者の手口は年々巧妙化し、毎年１,０００件を超える相談が寄せられてお
り看過できない状況である。消費者被害の軽減や未然防止のために消費者相
談事業を実施するもの。

事業費詳細

【報酬】消費生活相談員等報酬　11,691千円
【旅費】消費生活相談員の交通費　778千円　　他

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 自然環境と調和し共生する安全・安心なまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 計量行政事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部消費生活センタ－

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

1,941             1,906           

 ・委託料
・負担金、補助及び交付金

安全・安心な暮らしを支える生活環境の整備

今後の
事務事業の

方向性
継続

集合検査については、他市町村の導入状況や費用対効果について、引き続き研究し、
効率的な事務事業の執行に努める。

概
　
要

実施内容等

説明

計量法第１９条に基づく特定計量器の定期検査及び同法第１４８条に基づく量
目立入検査を実施し、市内の適正な計量の確保を実現する。市内の事業所に
対して、特定計量器の定期検査及び量目立入検査を実施し、適正な計量を確
保するもの。

事業費詳細

【委託料】特定計量器定期検査業務委託　1,887千円　など

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 自然環境と調和し共生する安全・安心なまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 市民サ－ビスコ－ナ－運営事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

12,725           12,325         

 
・賃金　嘱託給　11,998千円
・需用費　消耗品費　9千円
・需用費　光熱水費　238千円
・役務費　通信運搬費　55千円
・役務費　火災保険料　1千円
・役務費　損害保険料　24千円

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

大日サービスコーナーの利用について、引き続き市民等への周知に努め、市民サービ
スの向上に寄与する。なお、大日サービスコーナーの更なる活用にあたり、情報提供
コーナーを設ける等、情報発信の場としての活用についても検討する。

概
　
要

実施内容等

説明

市役所本庁に来庁しなくても、駅前且つ大日ショッピングセンターといった利便
性の高い場所において、住民票の写し等の証明書を市役所開庁時以外（平日
午後9時まで、及び土・日・祝日）にも交付することで市民のサービスの利便性
の向上を図るもの。

事業費詳細

・賃金　嘱託給　11,998千円
・需用費　消耗品費　9千円
・需用費　光熱水費　238千円
・役務費　通信運搬費　55千円
・役務費　火災保険料　1千円
・役務費　損害保険料　24千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 戸籍事務事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

15,926           15,744         

 ・需用費　消耗品費　378千円
・需用費　印刷製本費　11千円
・役務費　通信運搬費　530千円
・委託料　委託料　8,658千円
・使用料及び賃借料　使用料　6,167千円

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、適正に事務を執行する。

概
　
要

実施内容等

説明

個人の身分関係を公証する戸籍の記録・管理を行う戸籍事務を遂行するた
め、戸籍のデータを適正管理・記録する。

事業費詳細

・需用費　消耗品費　　 【378千円】　  消耗品購入費
・需用費　印刷製本費　【11千円】　　 申請書・届出書等の印刷費
・役務費　通信運搬費　【530千円】　  通知等のための郵便料
・委託料　委託料　　　　【8,658千円】　戸籍システム保守委託
・使用料及び賃借料　使用料　【6,167千円】　戸籍システム賃貸借料及びFAX
使用料

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 住民基本台帳事務事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

644               589             

 ・需用費　消耗品費　243千円
・需用費　印刷製本費　95千円
・役務費　通信運搬費　251千円

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、適正に事務を執行する。

概
　
要

実施内容等

説明

住民基本台帳法に基づき、住民の住居関連の公証、選挙人名簿やその他住
民に関する事務処理の基礎となる住民に関する正確かつ統一的な記録を整備
するもの。

事業費詳細

・需用費　消耗品費　   【243千円】　プリンタトナー等消耗品購入
・需用費　印刷製本費　【95千円】　 異動書等の印刷
・役務費　通信運搬費　【251千円】  通知等のための郵便料

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 印鑑登録事務事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

4,385             4,385           

 ・需用費　消耗品費　36千円
・需用費　印刷製本費　198千円
・役務費　通信運搬費　191千円
・委託料　委託料　3,960千円

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、適正に事務を執行する。

概
　
要

実施内容等

説明

守口市印鑑条例・同施行規則、もりぐち市民カードの交付等に関する規則に基
づき、住民の社会的・経済的活動において必要な印鑑登録証に関する事務を
正確かつ統一的に整備するもの。

事業費詳細

・需用費　消耗品費   　【36千円】  　印鑑保護シール等消耗品購入
・需用費　印刷製本費　【198千円】　封筒・市民カード（印鑑登録証）の作製
・役務費　通信運搬費　【191千円】　通知等のための郵便料
・委託料　委託料　　　　【3,960千円】　旧氏制度に対応するための既存印鑑シ
ステム改修

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 外国人住民事務事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

71                 53               

 ・需用費　消耗品費　4千円
・需用費　印刷製本費　4千円
・役務費　通信運搬費　45千円

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、適正に事務を執行する。

概
　
要

実施内容等

説明

住民基本台帳法及び出入国管理及び難民認定法に基づき、外国人住民の居
住関連の公証、及び居住地情報、在留関連情報を法務省と情報連携し、この
記録を正確かつ統一的に整備する事務である。

事業費詳細

・需用費　消耗品費　   【4千円】　  用紙等の消耗品購入
・需用費　印刷製本費　【4千円】　  通知用封筒購入
・役務費　通信運搬費　【45千円】 通知等のための郵便料

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 旅券発給事務事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

50,270           50,258         

 ・需用費　消耗品費　49,800千円
・委託料　委託料　105千円
・役務費　通信運搬費　23千円
・備品購入費　事業用器具費　330千円

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き、適正に事務を執行する。

概
　
要

実施内容等

説明

旅券法及び同施行令、同施行規則、大阪府旅券法関係事務に係る事務処理
の特例に関する条例及び同施行規則に基づき、大阪府からの権限委譲を受け
た事務である。パスポートセンターまで足を運ぶことなく本市役所で手続きを済
ませることができることから市民からのニーズがあり、住民の海外への渡航の
ための利便性を図る上で、正確かつ統一的に旅券発給事務（申請の受付及び
交付）を行う事務である。

事業費詳細

・需用費　消耗品費　【49,800千円】　印紙等消耗品購入
・委託料　委託料　   【105千円】　   旅券用交付窓口端末機保守料
・役務費　通信運搬費　【23千円】　 パスポートセンターへの郵送料
・備品購入費　事業用器具費　【330千円】　新パスポートに対応したIC旅券用
交付窓口端末機の設置

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 個人番号カード交付事務事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

37,270           19,611         

 
・需用費　消耗品費　　9千円
・役務費　通信運搬費　20千円
・委託料　委託料　70千円
・負担金、補助及び交付金　負担金　32千円
・負担金、補助及び交付金　交付金　19,480千円

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

個人番号カードは、マイナポイントをはじめ各種機能の付与等、国において機能の増強
が図られていることから、今後も個人番号カードの普及や市民への各種機能の設定支
援等を適宜実施する。

概
　
要

実施内容等

説明

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
の規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報提供ネットワークシス
テムによる特定個人情報の提供等に関する省令、住民基本台帳法に基づき、
国が推奨している個人番号カード（マイナンバーカード）の普及のため、市町村
が住民への窓口となり交付申請受付等を行う事務である。

事業費詳細

・需用費　消耗品費　　【9千円】　    マイナンバー出張受付等で必要な消耗品
・役務費　通信運搬費 【20千円】　   通知等のための郵便料
・委託料　委託料　     【70千円】　　本人確認書類印字システム保守委託料
・負担金、補助及び交付金　負担金 【32千円】　第34回守口市民まつり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加費リース備品負担金
・負担金、補助及び交付金　交付金 【19,480千円】 通知カード・個人番号カード
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関連事務委任交付金

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 窓口業務委託事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

84,850           84,850         

 ・委託料　委託料　84,850千円

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

市民サービスの向上と業務の効率性に鑑みて、引き続き継続とする。
なお、継続にあたり、委託事業の効果は常に検証するとともに、市民のアンケート調査
の結果等を踏まえ、委託事業者と定期的に議論する中で、更なる市民サービスと業務
の効率性の向上に努める。

概
　
要

実施内容等

説明

官から民への方針のもと、総合窓口課の業務を民間委託事業者に委託するこ
とにより、安定した市民サービスを提供するとともに、民間事業者のノウハウを
活用することで、より一層の市民サービスを提供するもの。

事業費詳細

・委託料　委託料　【84,850千円】　窓口業務委託料

委託業務・・・住民異動届等関連業務、印鑑登録届等関連業務、証明書交付業
務、旅券発給業務、フロア案内業務

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 市民まつり開催補助事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

2,300             1,300           

 ・負担金、補助金及び交付金
　事業補助金　　1,300

市民参加・協働の推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

市民まつり実行委員会との役割分担を適正に行うとともに、効果的な補助金交付にも努
めつつ、若い世代のニーズも取り入れたより魅力的な事業となるよう運営する。なお、令
和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止となるが、今後の開催につい
ては、状況に応じた感染症対策に配意した運営について研究されたい。

概
　
要

実施内容等

説明

守口市民まつりは、市制施行40周年を契機に開催された実行委員会形式によ
る市民手作りのまつりであり、市内最大のイベントとして市民に定着している。
　本まつりの運営経費は各種団体・企業等からの協賛金により成り立っている
が、その年の社会情勢等により集められる協賛金の額にバラツキが生じてい
る。また、新たな催しや、集客力のあるイベントを組み込むことで、さらなる地域
の魅力を発信し来場者の満足度向上に努める必要がある。
　本事業は、市民まつりのさらなる活性化や集客力のあるイベントを使途とし
て、市民まつりの発展と安定的かつ継続的な実施のために補助金を交付して
いるものである。また、当該補助金とは別に、過去に市民からいただいた市へ
の寄付金1,000万円の一部を、市民まつりを継続してほしい旨の寄贈者の意志
に沿う形で活用するべく、毎年の決算額に赤字が出た場合の補てんとしての補
助金も予算化している。

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[事業補助金　1,300千円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 友好都市交流事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

2,105             1,804           

 ・報償費
　報償金　112
・需用費
　消耗品費　20
　食糧費　53
　医薬材料費　12
・役務費
　損害保険料　33
・委託料
　委託料　452
・使用料及び賃借料
　使用料　150
　借上料　447
・負担金、補助及び交付金
　負担金　525

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

友好都市との交流については、本市の関係人口の増加に寄与することも考えられること
から、大枝公園など本市の資源を活用した新たな交流事業の検討を深める。

概
　
要

実施内容等

説明

本市は、昭和56年に高知県東洋町、和歌山県花園村（平成17年よりかつらぎ
町）、滋賀県安曇川町（平成18年より高島市）とそれぞれ友好提携を結んでい
る。いずれも市民休暇村の設置を契機に市民と地元住民との交流がめばえ相
互の交流活動も深まり、友好提携へと発展したものである。友好都市はいずれ
も自然が豊かなところであり、自然が少ない本市にとって自然を満喫できる余
暇施設を市民に提供したり、自然と触れ合える諸行事を通じて現地の人々と交
流する機会を得ることは、都会に住む守口市民にとって大きなメリットであると
考え、交流事業として子ども交流会（東洋町：毎年、かつらぎ町：隔年）、市民交
流事業（高島市：毎年）を実施しており、平成31年度からは、新たな都市交流会
（かつらぎ町：毎年）を開催している。そのほかにも、守口市民まつり等で１市２
町の物産展を行うなど、交流は盛んである。

事業費詳細

・報償費（報償金）
　東洋町子ども交流会学生指導員謝礼
・需用費（消耗品費・食料費）
　東洋町子ども交流会学生指導員昼食代等
・使用料及び賃借料（使用料）
　東洋町子ども交流会高速代、市民まつり１市２町物産展備品使用料等
・使用料及び賃借料
　東洋町及び高島市交流事業に係るバス借り上げ料
・負担金、補助及び交付金（負担金）
　市民まつり１市２町参加負担金

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 国際交流推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

5,068             2,758           

 ・報償費
　報償金　0
・旅費
　普通旅費　879
・交際費
　市交際費　707
・需用費
　消耗品費　164
　食糧費　6
・役務費
　通信運搬費　16
　損害保険料　15
・委託料
　委託料　887
・使用料及び賃借料
　使用料　13
　借上料　71

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

姉妹都市及び友好都市との交流については、今後も引き続き、適正に業務を執行する。
なお、国際交流については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等も踏まえつつ、直
接交流のみならずオンラインでの交流についても研究を深める。
また、開催が延期された東京2020大会に伴うガンビア共和国との交流については、国の
指導に基づく感染防止マニュアルの作成等、感染症対策を十分に行った上で、ホストタウ
ン事業を実施する。

概
　
要

実施内容等

説明

　昭和38年にカナダ・ニューウエストミンスター市と姉妹都市提携を、昭和63年に
中国・中山市と友好都市提携を結び、親善訪問団の派遣等を通じて、経済・文
化・教育・スポーツ等の各分野での相互交流を深めている。市の区域内に居住
し又は滞在する外国人との交流の促進や国際理解のための講演、研修等を開
催している。
　国際化の進展に伴って求められる多文化共生社会の形成のためにも、姉妹・
友好都市との相互交流や在住外国人を含めた市民間の身近な交流は今後とも
必要である。

事業費詳細

・需用費（消耗品費）　グリーティングカード、新聞、日本語学習用教科書、ポケ
トーク、国旗等
・需用費（食糧費）　表敬訪問受入時のお茶等
・役務費（通信運搬費）　グリーティングカード送付用の郵便
・役務費（損害保険料）　中山市表敬訪問時の損害保険料
・委託料（委託料）　中山市青少年派遣、日本語ボランティア等講座、ニューウエ
ストミンスター市寄贈のカエデの木の看板設置、パネル作成、インバウンド観光
等促進業務、ガンビア・ホストタウン交流事業通訳、中山市表敬訪問通訳に係る
委託
・使用料及び賃借料（使用料）　高速道路使用料及びガンビア・ホストタウン交流
事業に係るタクシー
・使用料及び賃借料（借上料）　ガンビア・ホストタウン交流事業に係るハイヤー
借上料

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 文化団体活動助成事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

2,500             2,500           

 ・負担金、補助及び交付金
  補助金                                   2,500
（６月補正）

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後も本助成金の活用について関係団体に広く周知を行い、地域コミュニティ活動の充
実に努める。

概
　
要

実施内容等

説明

一般財団法人自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業として実施する
コミュニティ助成事業を活用し、コミュニティ活動に必要な備品や集会施設の整
備、安全な地域づくりと共生のまちづくり、地域文化への支援や地域の国際化
の推進及び活力ある地域づくり等に対して助成を行い、地域のコミュニティ活動
の充実・強化を図ることにより、地域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄
与するもの。
　毎年８月下旬頃に同センターから意向照会があり、それを受けコミュニティ推
進課が地域の各協議会へ情報提供し、各団体の意向を把握する。実施希望団
体が複数ある場合には部内で調整のうえ、企画課を通じて自治総合センター
に助成金交付申請を行う。

事業費詳細

・負担金・補助及び交付金（補助金）

天乃神社太鼓保存会太鼓新調

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 守口市ＰＲ関係事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

830               830             

 ・委託料
　委託料　830

市民参加・協働の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

本市のPRについては、観光ガイドの改訂に際し、観光分野に限らず本市の魅力を総合
的に発信できる冊子となるよう、広報広聴課と連携しながら地域魅力の更なる発掘に努
めるとともに、配布場所についても効果的な場所に幅広く配架できるよう開拓する。加え
て、本冊子の電子データを市ホームページに掲載し、更なるPRを図る。

概
　
要

実施内容等

説明

　市制施行70周年の年に、本市の魅力を市内外に発信するため、観光ガイドを
作成してPRを行っているところです。以前は、市の紹介をするための冊子がな
かったため、他市を訪れた際やＰＲを行うためのイベント開催時に配布すること
が出来ていなかった。市内の観光スポットやグルメ情報を集約して、冊子により
紹介することで効果的に情報発信を行うもの。

事業費詳細

・委託料（委託料）
　観光ガイド作成業務委託料

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 一般農政事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

8,467             5,000           

 ・報酬
　委員報酬　3,360
・報酬費
　記念品料　35
・旅費
　費用弁償　52
　普通旅費　63
・需用費
　消耗品費　111
　通信運搬費　79
・委託費
　委託料　211
・使用料及び賃借料
　借上料　46
・負担金、補助及び交付金
　負担金　713
　補助金　330

都市型産業の活性化

今後の
事務事業の

方向性
継続

都市農業振興基本法の基本理念及び守口市都市農業振興基本計画の内容を踏まえ、
市内農地の維持に努め、都市農業や農地保全の意義を広く市民に理解いただけるよう
積極的な情報発信に努める。

概
　
要

実施内容等

説明

　市街化区域内における農地については、宅地化すべきものとして位置づけら
れていた。
　しかし近年、農業への関心を持つリタイア層の増加・良好な景観形成や災害
時の避難場所等としての役割への期待・住宅需要の沈静化による農地転用の
必要性の低下などの理由から、維持すべきものとして捉えられるようになって
きている。全域が市街化区域である本市としても、農地を維持する必要性は高
い。
　なお、国において平成27年4月に都市農業の多様な機能の発揮を目的とした
都市農業振興基本法が制定され、平成28年5月に都市農業振興基本計画が
閣議決定された。

事業費詳細

・報酬
　委員報酬　3,360千円
・報酬費
　記念品料　35千円
・旅費
　費用弁償　52千円
　普通旅費　63千円
・需用費
　消耗品費　111千円
　通信運搬費　79千円
・委託費
　委託料　211千円
・使用料及び賃借料
　借上料　46千円
・負担金、補助及び交付金
　負担金　713千円
　補助金　330千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 交通の便の良さを活かしたにぎわいと活力あふれるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 商工振興事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

11,126           9,275           

 ・報酬
　非常勤職員報酬　67
・負担金、補助及び交付金
  負担金          213
  補助金　　  8,995

都市型産業の活性化

今後の
事務事業の

方向性
継続

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う消費の冷え込みが、市内
事業者の経営面に大きく影響していることから、今後も引き続き、国及び府と連携し、商
工業者が必要な経済対策支援を利用することができるよう取り組む。

概
　
要

実施内容等

説明

商業
停滞している地域商業を活性化させるため、市内の中小商業団体が、消費者
の利便性向上及び集客力の拡大で改善を目指し、イベント等を実施している。
そうした、地域商業の活性化及び賑わいの創出を継続的かつ安定して行うた
め、事業に係る経費の一部を補助している。また、地域の安全及び暮らしの安
心のため商店街等に防犯対応設備や防犯街路灯を商店街等が設置している。
本市も地域の安全及び暮らしの安心は、継続すべき重要事項と考える。しか
し、商店街等の財政状況も厳しい状況にあるため、継続困難にならないように
防犯対応設備や防犯街路灯のLED化及び防犯街路灯の電気料金の一部を補
助している。
工業
守口門真商工会議所（以下「会議所」という）が管内の商工業者のために実施
する事業は、本市の商工業の振興・発展に寄与していることから、補助金を交
付している。また、平成28年度より会議所が市内の中小企業者に対し、生産性
の向上及び事業の改善等を目的に実施している守口市中小企業総合支援事
業に対して、補助金を交付している。
その他、工業施策として市内企業が東大阪市にある国内最大級の常設展示場
MOBIOという場でビジネスマッチングや付加価値の向上につなげることができ
るため、出展料の２分の１を補助している。

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬　67千円
・負担金、補助及び交付金
  負担金          213千円
  補助金　　  8,995千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 交通の便の良さを活かしたにぎわいと活力あふれるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 働き方改革推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

3,717             3,354           

 ・賃金
　臨時職員給　[人件費　2,106千円]
・需用費
　消耗品費　[PPC用紙等　9千円]
　光熱水費　[水道代及び電気代　105千円]
・役務費
　通信運搬費　[ネット代及び電話使用料　309千円]
　火災保険料　965円
・委託料
　委託料　[守口市テレワークオフィス運営業務委託　722千
円]
　委託料　[守口市テレワークオフィス運営業務委託　99千円]

都市型産業の活性化

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

新型コロナウイルス感染症に伴い、在宅勤務が推奨されるなど、働き方に対する考え方
が急速に変化している。その状況を踏まえ、市内事業者の働き方の変化に対し、市とし
て必要な施策に関し、検討を深める。
加えて、大阪中心部に位置し、利便性が高い立地にある本市の魅力を更に高め、勤労
者にとって魅力的な市になるよう、公民連携手法を取り入れたテレワークオフィスの設置
について研究する。

概
　
要

実施内容等

説明

　働き方改革は、国にとっても、企業にとっても喫緊の課題であると政府が表明
しており、KPI(重要業績評価指標)は、テレワークオフィスを開設した平成29年は
19.1％であったが、その数値は平成24年の11.5％に比べると約1.7倍に増加して
おり、年々増加している。
　本市としても、男女を問わず子育てや介護と仕事の両立を支援し、多様な働
き方改革の推進と、市民のワークライフバランスの実現を図るために、場所や
時間に囚われないテレワークの施設が必要となる。
　また、今後も新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、企業がテレワー
ク勤務を推奨する情勢であり、利用者の増加も見込まれる。

事業費詳細

・賃金
　臨時職員給　[人件費　2,106千円]
・需用費
　消耗品費　[PPC用紙等　9千円]
　光熱水費　[水道代及び電気代　105千円]
・役務費
　通信運搬費　[ネット代及び電話使用料　309千円]
　火災保険料　965円
・委託料
　委託料　[守口市テレワークオフィス運営業務委託　722千円]
　委託料　[守口市テレワークオフィス運営業務委託　99千円]

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 交通の便の良さを活かしたにぎわいと活力あふれるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 特定健康診査事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部保険課

会計 国民健康保険事業会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

103,764          76,759         

 ・報償費
　報償金　　　　　　991
・需用費
　消耗品費　　　　   223
　印刷製本費         367
・役務費
　通信運搬費       5,713
・委託料
　委託料           15,351
・使用料及び賃借料
　使用料　　　　　　 440
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　　　47,799
　補助金　　　　　5,875

生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

特定健康診査及び特定保健指導については、受診率及び終了率の向上により、被保
険者の健康の保持増進に資するものであり、また医療費の適正化にも寄与するもので
あることから、今後とも、受診率及び終了率の向上を図るべく、事業に取り組む必要が
ある。
また、それ以外の保健事業についても、大阪府の交付金や市の基金を活用し、被保険
者の健康の保持増進を目的とする事業の実施に向けた検討に取り組む。

概
　
要

実施内容等

説明

　高齢者の医療の確保に関する法律第20条に基づき、40歳以上の被保険者を
対象に、生活習慣病の発症や重症化予防を目的としてメタボリックシンドロー
ムに着目し、指導を行う必要がある者を抽出するため、特定健康診査（以下
「特定健診」という。）を実施する。
　また、被保険者の健康の保持増進、ひいては将来的な医療費の適正化に向
け、守口市国民健康保険の保健事業実施計画（データヘルス計画）等に基づ
き、特定健診の受診率向上のための受診勧奨等、PDCAサイクルに沿った効
果的・効率的な保健事業を実施する。
　特定健診の受診率向上に向けては、現状でも被保険者への電話や通知によ
る受診勧奨を行う。

事業費詳細

・報償金
　報償金
　〔栄養士に対する報酬　991千円〕
・委託料
　委託料
　〔特定健診等費用手数料、OA機器管理料、生活改善指導業務委託、
　　国保ヘルスアップ事業業務委託（特定健診受診勧奨通知の送付等）
　　ジェネリック医薬品普及促進業務委託、スポットCM放送委託、
　　ヘルスアップ事業に係るレセプトデータ提供料
　　特定健康診査等ＷＥＢ予約システム運用業務委託等　15,351千円〕
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　〔特定健康診査国保負担分　47,799千円〕
　補助金
　〔人間ドック及び脳ドック費用助成事業　5,875千円〕
ほか

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 国民健康保険財政調整基金積立事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部保険課

会計 国民健康保険事業会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

388,204          380,920       

 ・積立金
　　決算剰余金に係る積立金　　　　380,000
　　基金運用利息等に係る積立金　　 　920

効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

将来に向けた国保の健全な財政運営に資するため、国保会計の実質収支の黒字分に
ついては、２分の１を下らない範囲において、引き続き積立を継続する。
しかしながら、近年、基金の残高が増加傾向にあることから、大阪府の交付金を活用し、
保健事業を充実させることを基本としつつも、被保険者に保険料の一部を還元する観点
から本基金の積極的な活用についても検討されたい。また、その際は、具体的な活用方
法や、活用する場合の金額の目安等について検討する。

概
　
要

実施内容等

説明

　国民健康保険事業の健全な財政運営を目的とした守口市国民健康保険財政
調整基金条例に基づく基金を設置し、国保財政の安定化に資するため、実質
収支が黒字となる場合は、その全部又は一部を基金に積み立てるもの。

事業費詳細

・積立金
　国民健康保険財政調整基金積立金
　〔国民健康保険財政調整基金への積立　380,920千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 口座振替等促進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部保険収納課

会計 国民健康保険事業会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

13,149           11,633         

 
○役務費　通信運搬費　5,361
○役務費　手数料　91
○委託料　委託料　6,052
○負担金、補助及び交付金　負担金　50
○需用費　印刷製本費　81

社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

　令和元年度の現年度収納率は、大阪府内の平均収納率を下回った。今後の収納率の
改善に向け、被保険者の個別の事情に配慮しつつも、公平かつ適正な収納を実施する
ためのさまざまな方策を検討する。
　また、効率的、効果的な収納事務を行う上で、必要であると考えられる業務について
は、費用対効果を考慮の上、次期委託事業者の選定の際は、上述の検討結果を踏ま
え、積極的に委託範囲の拡大について検討されたい。

概
　
要

実施内容等

説明

国民健康保険料の納付に関する負担の公平性を担保するとともに、保険財政
の健全性を確保するためには、保険料の確実な収納が不可欠であるため、滞
納処分の強化、納付や相談機会の充実、口座振替の勧奨による納付の効率
化など様々な方策を講じながらさらなる収納率の向上を図るものである。

事業費詳細

○役務費　通信運搬費　5,360
○役務費　手数料　90
○委託料　委託料　6,051
○負担金、補助及び交付金　負担金　50
○需用費　印刷製本費　81

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 保険料収納対策事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部保険収納課

会計 後期高齢者医療事業会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

5,234             4,233           

 
○役務費　通信運搬費　1,312
○役務費　手数料　279
○委託料　委託料　2,400
〇旅費　普通旅費　0
〇需用費　消耗品費　1
○需用費　印刷製本費　243
〇役務費　損害保険料　1

社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

　令和元年度の現年度収納率は、大阪府内の平均収納率を下回った。今後の収納率の
改善に向け、被保険者の個別の事情に配慮しつつも、公平かつ適正な収納を実施する
ためのさまざまな方策を検討する。
　また、効率的、効果的な収納事務を行う上で、必要であると考えられる業務について
は、費用対効果を考慮の上、次期委託事業者の選定の際は、上述の検討結果を踏ま
え、積極的に委託範囲の拡大について検討されたい。

概
　
要

実施内容等

説明

差押え等の滞納処分の強化、滞納整理・処分の専門的な経験や知見の活用、
コールセンターの活用による、現年度滞納への早期対策、夜間・休日の納付相
談窓口開設による納付相談の機会を確保、コンビニ納付の推進による納付機
会の確保、口座振替の勧奨を通じた納付忘れ防止等の事業を実施

事業費詳細

○役務費　通信運搬費　1,312
○役務費　手数料　279
○委託料　委託料　2,400
〇旅費　普通旅費　0
〇需用費　消耗品費　1
○需用費　印刷製本費　243
〇役務費　損害保険料　1

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 現代南画管理運営事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

860               856             

 ・報償費
　報償金　24
・需用費
　消耗品費　32
　印刷製本費 　　13
・役務費
　通信運搬費　郵便料　 11
　損害保険料　その他　15
・委託料
　委託料　その他業務委託料　761

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

引き続き、（公社）日本南画院との協力関係を維持し、市ホームページやSNS等を駆使
し、日本南画院大作展の周知に努めるとともに、市ホームページにてデータにより市所
有南画作品を鑑賞できるようにするなどの工夫を行い、市民等に質の高い美術作品に
触れる機会を提供する。なお、南画美術の振興に係るワークショップ等については、事業
内容を検証しつつ予算の範囲で実効性のあるものを実施する。

概
　
要

実施内容等

説明

現代南画等の美術に触れる機会を提供し、市民の美術に関する知識及び教養
の向上に寄与するため、全国で初めて現代南画を常設展示する唯一の美術館
として、守口市現代南画美術館を平成８年２月に設置したが、本市を取り巻く厳
しい財政状況のもと、また市内各公共施設の管理運営方法等の見直しが求め
られるなか、平成25年12月31日に閉館した。しかしながら、市民が身近に文化・
芸術に接することができる機会の拡充を図れるよう寄贈作品（公益社団法人日
本南画院より）の保存を図り、今後も展示場所の確保に取り組んでいくことか
ら、所蔵作品については守口市生涯学習情報センターに移管した。また、日本
南画院より新作20点を借用し、日本南画院大作展を市庁舎にて開催し、さら
に、市庁舎１階～５階の壁面等に所蔵作品を展示し、市庁舎からも文化・芸術
の情報発信、振興に努めている。

事業費詳細

・報償費
　報償金
　〔日本南画院大作展　南画ワークショップ講師謝礼　24千円〕
・需用費
　消耗品
　〔日本南画院大作展　南画ワークショップ用消耗品　32千円〕
　印刷製本費
　〔日本南画院大作展チラシ　13千円〕
・役務費
　通信運搬費
　〔日本南画院大作展チラシ送付等の郵送料　11千円〕
　損害保険料
　〔日本南画院大作展に係る動産保険料　15千円〕
・委託料
　委託料
　〔日本南画院大作展展示・撤去業務委託費等　761千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 文化センタ－管理運営事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

55,427           55,412         

 ・需用費
　施設修繕　383
・委託料
　委託料　施設管理・運営委託料　　37,850
　委託料　その他業務委託料　　　　3,771
・工事請負費
　改良工事請負費　13,408

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

指定管理者の業務が仕様書等に基づき適正に実施されているかを適宜確認する。
また、守口市駅周辺へのホール機能の誘導に向けた議論とも連携を図りつつ、個別施
設計画の策定などを通じて文化センターの今後のあり方について検討を進める。

概
　
要

実施内容等

説明

守口文化センターは、「市民に文化活動の場及び機会の提供を行い、もって市
民の文化の振興を図る」ことを目的とし、昭和60年に設置。また約400名が収容
可能なホール機能も有しており、本市の文化・芸術の拠点施設として、ご利用
いただいている。今後も駅前という立地の利便性を生かしながら、優れた文化・
芸術に触れる機会と活動の場を提供するとともに、市民の文化の振興に努め
る必要があることから、施設の適切な維持管理のもと行政サービスを提供して
いく。

事業費詳細

・需用費
　修繕料
　〔地下排水槽附帯機器（汚水ポンプ）取替　383千円〕
・委託料
　委託料
　〔指定管理業者への委託料、汚水槽清掃業務委託料等　41,621千円〕
・工事請負費
　改良工事請負費
　〔音響卓更新工事　13,408千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 生涯学習推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

2,386             1,942           

 ・報酬
　非常勤職員報酬　105
・報償費
　報償金　その他　126
・需用費
　消耗品費　その他　315
　印刷製本費　その他　106
・役務費
　通信運搬費　郵便料　45
・委託料
　委託料　その他業務委託料　227
使用料及び賃借料
　借上料　その他　528

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

美術展覧会については、引き続き、共催相手である守口市総合美術協会及び教育委員
会と連携しつつ効率的な運営に努める。
なお、生涯学習の推進に向け、効果が見込めないと考えられるものは、引き続き一定の
精査を行う。

概
　
要

実施内容等

説明

生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律に基づき、学
習に関する国民の自発的意思を尊重するよう配慮するとともに、職業能力の開
発及び向上、社会福祉等に関し生涯学習に資するための別に講じられる施策と
相まって、効果的にこれを行うよう努めるものとする。
そのために、生涯学習推進計画及び生涯学習の推進のための施策についての
調査審議に関する事務を行う生涯学習推進会議の開催（生涯学習推進事業）、
本市における美術の発展と市民の情操教育を図る展覧会の開催（文化行事開
催事業）をするものである。

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　〔守口市生涯学習推進会議委員報酬　105千円〕
・報償費
　報償金
　〔市美術展覧会作品審査謝礼等　126千円〕
・需用費
　消耗品費
　〔市美術展覧会関係消耗品　315千円〕
　印刷製本費
　〔市美術展覧会関係印刷費　106千円〕
・役務費
　通信運搬費
　〔市美術展覧会要項等送付郵便料等　45千円〕
・委託料
　委託料
　〔市美術展覧会会場設営費等　227千円〕
・使用料及び賃借料
　借上料
　〔市美術展覧会にかかるパネル等一式　528千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 生涯学習援助基金積立事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

3,218             2,151           

 ・報酬
　非常勤職員報酬　　　　　　　　　　　　　　38
・負担金、補助及び交付金
　補助金　助成金　　　　　　　　　　　　　1,967
・積立金
　生涯学習援助基金積立金　　　　　　　146

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

引き続き、制度の周知を図るとともに、守口市公募型協働事業提案制度（コミュニティ推
進課が所管）など他課が実施する極めて近い内容の事務事業との区分けについて整理
が必要と考える。その上で、市民が使いやすい制度として運営するとともに、本制度の
周知を図る。

概
　
要

実施内容等

説明

生涯学習活動の振興を図るため、守口市生涯学習援助基金条例に基づき、基
金を設置しており、その基金の運用から生ずる収益を積立てるとともに生涯学
習の推進が期待できる事業（個人、団体を問わず）に対して審査会を経て基金
から助成金として交付している。

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　〔生涯学習援助基金審査会委員報酬　38千円〕
・負担金補助及び交付金
　生涯学習援助基金活動助成事業助成金　1,967千円〕
・積立金
　〔生涯学習援助基金への運用積立金（公金振替）　146千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 生涯学習情報センタ－管理運営事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

5,210             3,847           

 ・需用費
　光熱水費　　電気使用料　1,609
　　　　　　　　　水道使用料　46
　　　　　　　　　ガス使用料　428
・役務費
　通信運搬費　電話使用料　42
　　　　　　　　　　その他　383

・委託料
　委託料　清掃警備委託料　99
　　　　　　　その他業務委託料　　1,240

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
廃止・終了 令和２年度から守口市立図書館管理事業において適正に事務を執行する。

概
　
要

実施内容等

説明

守口市生涯学習情報センターは「生涯学習に関する情報の収集及び発信並び
に生涯学習活動の場及び機会の提供を行い、もって市民の生涯学習の振興を
図る」ことを目的とし、平成5年に設置している。また、当該施設２階には図書フ
ロアがあり、約17万冊の蔵書を有するとともに、守口文化センター・市内各地区
コミュニティセンターとの図書ネットワークを通じて本市における図書サービス
の中心館として稼働している。
生涯学習機能の拡充と図書サービスのさらなる充実を図り、市民が主体的に
集い・学び・交流する場となるよう、生涯学習情報センター（ムーブ21）を図書館
法上の市立図書館として再整備した。（令和２年６月開館）

事業費詳細

・需用費
　光熱水費
　〔電気使用料　1,609千円〕
　〔水道使用料　46千円〕
　〔ガス使用料　428千円〕
・役務費
　通信運搬費
　〔電話回線、インターネット回線使用料　425千円〕
・委託料
　委託料
　〔機械警備業務委託料等　1,339千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 子ども読書活動推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

410               300             

 ・報償費
　報償金　講師等謝礼　300

家庭・学校・地域の連携による次代を担う子どもの育成

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

「第２次守口市子ども読書活動推進計画」に基づく事業の推進を前提として、「おはなし
会」や「絵本作家による講演会」など、現在直営で実施している図書関連事業について、
直営で実施する合理的な理由がない場合は、専門的知見を有する図書館指定管理者
の業務として位置づけることを検討し、指定管理者と調整を図る。また、評価指標につい
て、成果を明確に示すことができるものを考える必要がある。

概
　
要

実施内容等

説明

子どもの読書活動の推進に関する法律の第４条「地方公共団体の責務」及び
第９条「都道府県子ども読書活動推進計画等」に基づき、「守口市子ども読書
活動推進計画」を策定しており、多様な情報メディアの発達により子どもの読書
離れが進んでいる現状の中で、子どもが読書の楽しさに気づくきっかけをつく
り、子どもが自らすすんで本を読みたくなるような読書環境の整備を行うととも
に、子ども読書活動に関わる庁内の関係各課とも効果的な推進方策について
協議し、子ども読書活動を推進することが必要である。

事業費詳細

報償費
報償金
〔おはなし会講師謝礼、子ども読書の日記念講演会講師謝礼等　300千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 スポーツ振興事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

3,606             3,103           

 ・報酬
　非常勤職員報酬　1,102
・報償金
　講師等謝礼　62
・需用費
　消耗品その他　178
・役務費
　通信運搬費　郵便料　55
・使用料及び賃借料
　借上料その他　441
・負担金、補助及び交付金
　負担金その他　215
　補助金各種団体補助金　1,050

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

スポーツ振興に資する情報発信について、市ホームページや広報誌など各種情報媒体
を用いて積極的に行うとともに、スポーツ振興計画の策定については、本市が推進すべ
き今後のスポーツ振興のあり方を調査研究し、策定の要否について、令和２年度中に方
向性を示されたい。

概
　
要

実施内容等

説明

近年、健康増進を第一の目的として、ウォーキングやジョギングをはじめ、ト
レーニングや健康体操、スポーツレクリエーション等を行う人が増加しており、
市民が気軽にスポーツ活動を行える環境を整備するため、学校教育活動に支
障が無い範囲での学校施設の開放を行うとともに、スポーツ推進委員等と連携
し、ニュースポーツ講習会等の開催を通じて、市民のスポーツ活動の推進を図
る。
※法令根拠：スポーツ基本法

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬　　　　　 　【スポーツ推進委員報酬】　1,102千円
・報償金
　講師等謝礼　　　　　　　　　 【ニュースポーツ講習会講師謝礼】　6２千円
・需用費
　消耗品その他　　　　　　　　【各種スポーツ大会消耗品他】　178千円
・役務費
　通信運搬費　郵便料　　　　【スポーツ推進委員会議通知等】　16千円
　　　　　　　　　　　　　　　  　【スポーツディレクター会議通知等】　39千円
・使用料及び賃借料
　借上料その他　            　【各種大会会場使用料】　441千円
・負担金、補助及び交付金
　負担金その他              　【各種大会負担金】　215千円
　補助金各種団体補助金　  【スポーツ関係団体補助金（2１団体）】　1,050千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 体育施設一般管理

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

6,039             5,971           

 ・役務費
　火災保険料（市民体育館）
　建物損害共済金分担金　356
・委託料
　清掃・警備委託料
　河川運動広場し尿収集汲取業務委託　579
　河川運動広場管理運営業務委託　5,009
・使用料及び賃借料
　使用料（市民体育館）　27

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

引き続き、適正に事務を執行する。また、指定管理者の業務が仕様書等に基づき適正
に実施されているかを適宜確認する。
なお、個別施設計画の策定などを通じて体育館の今後のあり方について検討を進める。

概
　
要

実施内容等

説明

近年、健康増進を第一の目的として、スポーツレクリエーション活動等を行う人
が増加しており、生涯スポーツの積極的な振興を図ることを目的として、平成６
年から国土交通省の占有許可（３年更新）を受け、淀川河川敷運動広場を開放
している。

事業費詳細

・役務費
　火災保険料（市民体育館）
　建物損害共済金分担金　【市民体育館火災保険料】　356千円
・委託料
　清掃・警備委託料
　河川運動広場し尿収集汲取業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　【河川運動広場仮設トイレし尿収集】　579千円
　河川運動広場管理運営業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　【河川運動広場維持管理】　5,009千円
・使用料及び賃借料
　使用料（市民体育館）　　【市民体育館ＡＥＤ使用料】　27千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 市民体育館管理運営事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

31,985           31,610         

 ・委託料
　市民体育館管理運営委託料　27,500
　市民体育館管理運営修繕料　4,000
　建築設備定期　110

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

指定管理者の業務が仕様書等に基づき適正に実施されているかを適宜確認するととも
に、個別施設計画の策定などを通じて、体育館の今後のあり方や市の持つべき体育館
機能のあり方について検討を進める。

概
　
要

実施内容等

説明

市民の体育及びスポーツ振興を図り、体力の向上と健康の増進に資するととも
に、潤いある地域社会の形成に寄与するため。

事業費詳細

・委託料
　市民体育館管理運営委託料　【市民体育館指定管理料】　27,50０千円
　市民体育館管理運営修繕料　【市民体育館修繕料】　4,000千円
　建築設備定期　　　　　　　　　　【市民体育館建築設備定期点検】　110千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 学校体育施設開放事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

292               268             

 ・需用費
　消耗品費　７
　修繕料　254
・役務費
　通信運搬費　７

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

施設予約の事務について、教育委員会と連携し、市民の効率的かつ円滑な利用に供す
るよう事務の見直しを検討する。

概
　
要

実施内容等

説明

スポーツ基本法に基づき、学校の教育活動に支障のない範囲に学校施設を開
放し、市民にスポーツやレクリエーションに親しむ場を提供するため。
※　日・祝日の小学校及び、月曜日から土曜日（祝日を除く）の錦中・梶中の夜
間照明設備（ナイター）

事業費詳細

・需用費
　消耗品費　　　【学校目的外使用許可書用紙】　７千円
　修繕料　　　　 【学校開放夜間照明用水銀灯取換え】　254千円
・役務費
　通信運搬費　 【学校施設使用団体納付書郵便料】　７千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 社会教育推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

1,915             1,860           

 ・報酬
　非常勤職員報酬　　1,841
・負担金、補助金及び交付金
　負担金　13
　補助金　各種団体補助金　490
・旅費
　費用弁償　6

家庭・学校・地域の連携による次代を担う子どもの育成

今後の
事務事業の

方向性
継続

補助金の見直しは図られており、今後とも引き続き、適正な補助金の執行のあり方を検
討する。

概
　
要

実施内容等

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入
れ、本市社会教育の質を向上させる社会教育委員関係事業。
本市社会教育の指導層の充実を図り、大阪府下の区域内の各市町村におけ
る社会教育行政の現状について情報交換し、親睦を深めるとともに、社会教育
行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社会教育の振興を図るた
めの社会教育推進事業。
本市において社会教育法の精神に基づき、積極的かつ継続的な活動を展開し
ている社会教育関係団体に対して、実施事業の一部を補助することにより、団
体の健全な育成を図り、社会教育の向上に資する社会教育関係団体活動助
成事業。
以上３事業を、社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために行ってい
る。

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　社会教育委員及び社会教育指導員報酬　1,841千円〕
・負担金、補助金及び交付金
　負担金
　〔近畿地区社会教育研究大会負担金等　13千円〕
　補助金
　〔社会教育関係団体への補助金　490千円〕
・旅費
　費用弁償
　〔近畿地区社会教育研究大会等　6千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 旧中西家住宅管理運営事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

7,231             7,012           

 ・賃金
　臨時職員給　事務等繁忙期　729
嘱託給　1,438
・報償金
　報償金その他　120
・需用費
　消耗品費　268
　燃料費　2
　光熱水費　431
　修繕料　387
・役務費
　通信運搬費　145
・委託料
　委託料　3,092
・使用料及び賃借料
　使用料　27
・工事請負費
　補修工事請負費　373

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

本施設は指定文化財であることに鑑み、管理手法を含め、今後も引き続き文化財として
保存していくための効果的、効率的な手法を検討する。また、新型コロナウイルス感染症
対策に万全を期した上で、引き続き魅力ある催しを開催し、来館者数の増加を目指すこ
とにより文化財の保存と活用を両立されたい。

概
　
要

実施内容等

説明

　本市の貴重な文化的価値ある建築物として、旧中西家住宅を永く保存し、郷
土に関する歴史資料等を展示するとともに、市民の文化活動の振興の場に供
するために、もりぐち歴史館「旧中西家住宅」を設置している。
　本市の貴重な文化財的価値ある建築物の活用と保存をはかり、市民に文化
財に触れる機会を提供するとともに、文化財の魅力を発信する施設運営に係
り、施設の有効活用を図る。

事業費詳細

・賃金　(臨時職員給)　賃金、交通費（２名分）　2,167千円
・報償金　（報償金）イベントにかかる講師謝礼　　120千円
・需用費（消耗品費）旧中西家住宅関係消耗品　268千円
　（燃料費）旧中西家住宅暖房用燃料　2千円
　（光熱水費）旧中西家住宅にかかる電気、水道料金　431千円
　（修繕料）旧中西家住宅にかかる修繕　387千円
・役務費
　（通信運搬費）旧中西家住宅にかかる郵便料、電話使用料　145千円
・委託料
　（委託料）清掃・警備、保守点検委託料、その他委託料　3,092千円
・使用料及び賃借料
　（使用料）ＡＥＤ使用料　27千円
・工事請負費
　（補修工事請負費）旧中西家住宅にかかる補修工事　373千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 文化財保護事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

1,356             1,218           

 ・報酬
　非常勤職員報酬　161
・報償費
　報償金　講師謝礼等　135
　報償金　その他　18
・需用費
　消耗品費　26
　印刷製本費　163
　光熱水費（電気使用量）　7
・役務費
　通信運搬費　3
　筆耕翻訳料　160
・委託料
　委託料　212
・使用料及び賃借料
　賃借料　121
　借上料　212

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

文化財保護法に基づく適正な文化財行政の推進にあたり、文化財統括専門員を活用
し、引き続き文化財行政の推進に努める。
また、文化財に対する理解を涵養するため、文化財研究会と協調し、文化財関連事業に
ついても、他市町村の事例等を参考に、予算の範囲内において魅力ある事業を実施す
る。

概
　
要

実施内容等

説明

市民により良き歴史的文化的環境を保証し、もって伝統文化の継承を図るとと
もに市民の文化的向上に資するために、文化財保護法第３条及び第２項に基
づき、市内文化財の適正な活用（講座・展示等の開催）をする必要がある。

事業費詳細

・報酬
　(非常勤職員報酬)　文化財保護審議会委員会にかかる報酬　161千円
・報償費
　（報償金）　文化財講座講師謝礼等　135千円　一里塚清掃謝金　18千円
・需用費
　（消耗品費）　文化財講座にかかる消耗品　26千円
　（印刷製本費）　「河内国茨田郡大枝村中村家文書」製本　163千円
　（光熱水費）　一里塚街路灯電気代　７千円
・役務費
　（通信運搬費）　文化財保護審議会委員会会議に伴う郵便料　３千円
　（筆耕翻訳料）「河内国茨田郡大枝村中村家文書」目録作成にともなう筆耕翻
訳料　１６０千円
・委託料
　（委託料）　「河内国茨田郡大枝村中村家文書」目録データ作成　212千円
・使用料及び賃借料
　（賃借料）　一里塚賃借料　121千円
　（借上料）　文化財展開催に係る展示ケ―ースの借上　212千円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 （仮称）守口市立図書館管理事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

836,025          760,626       

 ・報酬
　非常勤職員報酬　114
・需用費
　消耗品費　23,425
・委託料
　委託料　その他業務委託料　2,075
　　　　　　　工事監理委託料　15,400
・工事請負費
　改良工事請負費　665,973
・備品購入費
　事業用器具費　30,856
　図書購入費　22,783

つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 令和３年度において、令和２年度事業の事務事業評価を実施する。

概
　
要

実施内容等

説明

生涯学習に関する情報の収集及び発信並びに生涯学習活動の場及び機会の
提供を行い、市民の生涯学習の振興を図ることとして平成５年に守口市生涯学
習情報センターを開設し、多くの市民に利用いただいてきたが、開館後25年が
経過し、時代の変化や市民ニーズへの対応を踏まえ、新たな生涯学習活動、
また、コミュニティ活動の拠点として、再生、活性化するため、当該施設を図書
館法に基づく守口市立図書館としてリニューアルした。

事業費詳細

・報酬
　非常勤報酬
　〔守口市立図書館指定管理者選定委員会委員報酬　114千円〕
・需用費
　消耗品
　市立図書館用消耗品　23,425千円〕
・委託料
　委託料
　〔守口市立図書館改良工事監理業務委託等　17,475千円〕
・工事請負費
　改良工事請負費
　〔守口市立図書館改良工事　665,973千円〕
・備品購入費
　事業用器具費
　〔守口市立図書館用備品　30,856千円〕
　図書購入費
　〔守口市立図書館用図書　22,783千円〕

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 学びとつながりを深め豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 男女共同参画推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部人権室

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

1,046             978             

・報償費
　報償金　　　　　　　　　　　　　887
・需用費
　消耗品費　　　　　　　　　　　　46
・使用料及び賃借料
　使用料　　　　　　　　　　　　　45

人権の尊重と総合理解の促進

今後の
事務事業の

方向性
継続

引き続き、第３次守口市男女共同参画推進計画に掲げる取組の進捗管理に努め、関係
課とともに計画の推進を図る。また、ＳＮＳ等の様々な広報媒体により男女共同参画の
推進に係る啓発に努める。

概
　
要

実施内容等

説明

 「男女共同参画週間記念のつどい」では、男女共同参画を推進していくため、
テーマや講師を工夫し講演を行っており、その結果、参加人数も年々増加して
いる。
また、関連する研修や講座にも積極的に参加し、情報収集や研究に取り組ん
でいる。

事業費詳細

・報酬
広報啓発記事謝礼　　70,000円
女性の悩みの相談謝礼　630,000円
eセミナー講師謝礼　　100,000円
男女共同参画週間記念事業　講師謝礼　87,000円

・消耗品費
女性問題参考資料　　45,780円

・使用料
一時避難施設搬送　　44,280円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 人権啓発事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部人権室

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

3,413             3,328           

・報償費
　報償金　         　　　　　　　　　　　1,132
・需用費
　消耗品費　　　　　　　　　　 　        185
　印刷製本費　　　　　　          　　 　61
・役務費
　通信運搬費　          　　　　　　　　　 69
・使用料及び賃借料
　借上料　　　　　　　　　　　　 　　　　　 190
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　553
　補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　1,202

人権の尊重と総合理解の促進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

ヒューマンライツ・フェスティバルについては、SNS等の広報媒体を活用して事業に関す
る周知強化を図るとともに、昨今の人権課題に対応し、様々な世代の市民参加により幅
広く人権意識の啓発を図る。

概
　
要

実施内容等

説明

守口市人権協会との共催で実施する「ヒューマンライツ・フェスティバル」では、
毎年さまざまな人権テーマを取り上げ、できるだけ著名な講師に来ていただくよ
うに努め、参加者を増やすことを目標としている。
また、人権啓発作品の募集については教育委員会の協力のもと行っている。

事業費詳細

・報償金
人権相談謝礼　751,500円
フューマンライツフェスティバル講師謝礼等　380,000円
・消耗品
ヒューマンライツ等　　43,760円
人権啓発物品　54,944円
ポスター　13,500円
ＰＰＣ用紙　22,344円
栽培用物品　50,000円
・印刷製本費
フューマンライツ・フェスティバル　プログラム・ポスター・チラシ　61,000円
・通信運搬費　　郵便料　6,882円
使用料　フューマンライツ・フェスティバル　会場使用料　189,464円
・負担金
　北河内人権推進協議会負担金　250,000円
　大阪府人権啓発・人材養成事業分担金　303,000円
・補助金
　守口地区人権擁護委員会助成金　222,000円
　守口市人権協会助成金　979,279円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）



事務事業名 非核平和推進事業

令和元年度決算 事務事業評価書

所属 市民生活部人権室

会計 一般会計

事業費
（単位：千円）

令和元年度
予算 決算 事業費の内訳

69                 69               

・報償費
　報償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

人権の尊重と総合理解の促進

今後の
事務事業の

方向性
継続

非核平和に関し、特に若い世代の意識を醸成するため、学校教育と連携し事業を実施
する。

概
　
要

実施内容等

説明

市教育委員会、守口市人権協会と三者主催で行い、かつ、守口市原爆被害者
の会との市民協働も行っている。
戦争体験者が減少する中、戦争の悲惨さ命の大切さなど非核平和について後
世に繋げるため、パネル展や講演、語り部にお話をしていただくなどを行う。
また、戦争体験者から聞き取りを行い戦争体験談をまとめている。

事業費詳細

・報償金
「平和のつどい」講師謝礼等　67,000円
・負担金
平和主張会議メンバーシップ納付金　2,000円

「第五次守
口市総合基
本計画」に
おける施策

体系

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な
方向性）


